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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第12期

中間会計期間
第11期

会計期間
自2025年５月１日
至2025年10月31日

自2024年５月１日
至2025年４月30日

売上高 (千円) 5,474,623 9,426,601

経常利益 (千円) 903,462 1,145,214

中間（当期）純利益 (千円) 632,959 775,418

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ―

資本金 (千円) 9,000 9,000

発行済株式総数 (株) 3,000,000 3,000,000

純資産額 (千円) 4,825,951 4,261,992

総資産額 (千円) 7,112,133 6,160,640

１株当たり中間（当期）純利益 (円) 210.99 258.47

潜在株式調整後１株当たり
中間（当期）純利益

(円) ― ―

１株当たり配当額 (円) ― 23

自己資本比率 (％) 67.8 69.1

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 638,438 309,148

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △263,985 △613,571

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) △99,970 △143,040

現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高

(千円) 1,538,585 1,264,103

(注)１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、第11期は関連会社が存在しないため、記載しておりません。

第12期中間会計期間においては関連会社１社を有しておりますが、重要性の観点から持分法損益等の注記を

省略しているため、記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非

上場であり、期中平均株価が把握できないため記載しておりません。

４．第11期中間会計期間については中間財務諸表を作成していないため、第11期中間会計期間に係る主要な経営

指標等の推移については記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社において営まれている事業の内容について、重要な変更はありません。また、関係

会社の異動は、以下のとおりであります。

当中間会計期間において、株式取得により、TAMA STUDIO CO.,LTD.を関連会社にしております。

この結果、2025年10月31日現在では、当社グループは、当社及び関連会社１社により構成されることとなりまし

た。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の新規上場申請のための有価証券報告

書（Ⅰの部）に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

(1) 財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

当社は、“もっと物語を届ける――。”という経営理念のもと、小説・コミックスを起点としたIPの創出と、ア

ニメ・舞台・グッズ等へのメディアミックス展開を一貫して行う体制を強みに事業を展開してまいりました。

出版市場におきましては、紙の出版物が縮小する一方で電子出版が拡大しており、公益社団法人全国出版協会・

出版科学研究所によると、2025年上半期（１月～６月）の電子出版市場は前年同期比4.2％増の2,811億円となりま

した。こうした市場構造の変化は、当社の主力であるライトノベル・コミックス分野にもプラスに作用しておりま

す。

このような事業環境のもと、当社ではIPの「紡ぐ」機能（企画・編集・書籍化）と「届ける」機能（アニメ化・

舞台化・商品化等）を連動させ、アニメ化タイトルを中心に書籍・コミックスの販売が堅調に推移しました。とり

わけ、上半期についてはメディア展開が順調に推移しており、2025年夏クールにTVアニメ『水属性の魔法使い』の

放映が開始され、主要動画配信プラットフォーム12サイトでランキング１位（注）を獲得するなど、次期売上への

貢献が期待されるIPが育っております。

また、『本好きの下剋上』10周年施策として「本好きの下剋上 グッズ10周年分大集合！展」を開催し、既存ファ

ン層の拡大及び関連商品の販売促進が進展したほか、書籍・コミックス関連タイトルも安定的に推移しました。

結果として、当中間会計期間の売上高は5,474,623千円、営業利益は903,675千円、経常利益は903,462千円、中間

純利益は632,959千円となりました。

なお、当社はIP創出・展開事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載は省略しております。

（注）：当社調べ。各配信サービスにおいて、デイリー又はウィークリーベースで１位を記録した“話”単位の実

績を集計

②財政状態の状況

（資産）

当中間会計期間末の総資産は、前事業年度末と比べて951,492千円増加し、7,112,133千円となりました。

流動資産は、現金及び預金が464,482千円、売掛金が503,170千円増加した一方、商品及び製品が144,723千円減少

したこと等により、前事業年度末に比べて1,102,044千円増加し、6,114,175千円となりました。

固定資産は、投資その他の資産が114,655千円減少したこと等により、前事業年度末から150,552千円減少し、

997,957千円となりました。

（負債）

当中間会計期間末の負債は、前事業年度末と比べて387,532千円増加し、2,286,181千円となりました。

流動負債は、買掛金が53,630千円、未払法人税等が266,210千円、その他流動負債が74,046千円増加したこと等に

より、前事業年度末と比べて417,532千円増加し、2,256,181千円となりました。

固定負債は、社債が30,000千円減少したことにより、前事業年度末と比べて30,000千円減少し、30,000千円とな

りました。

（純資産）

当中間会計期間末の純資産は、前事業年度に比べ563,959千円増加し、4,825,951千円となりました。これは配当

金の支払いにより利益剰余金が69,000千円減少したものの、中間純利益の計上により利益剰余金が632,959千円増加

したことによるものです。

③キャッシュ・フローの状況
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当中間会計期間末における、現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）の残高は、前事業年度末より

274,482千円増加し、1,538,585千円となりました。当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれら

の主な要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における営業活動による資金の増加は、638,438千円の収入となりました。主な増加要因は、税引

前中間純利益の計上、棚卸資産の減少、未払金の増加によるものであります。また、主な減少要因は、売上債権の

増加、前渡金の増加によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における投資活動による資金の減少は、263,985千円の支出となりました。主な減少要因は定期預

金の預入れ、有形固定資産の取得によるものであります。また、主な増加要因は、敷金及び保証金の回収によるも

のであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における財務活動による資金の減少は、99,970千円の支出となりました。減少要因は配当金の支

払によるものであります。

(2) 会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の新規上場のための有価証券報告書（Ⅰの部）に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキ

ャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はあ

りません。

当該見積りは現時点で入手可能な情報に基づいた見積りではありますが、上記の仮定に変更が生じた場合には、

当社の財政状態及び経営成績に影響を及ぼす可能性があります。

３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 12,000,000

計 12,000,000

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間

末現在発行数(株)
(2025年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年１月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,000,000 3,000,000 非上場 単元株式数は100株であります。

計 3,000,000 3,000,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2025年10月31日 － 3,000,000 － 9,000 － 6,000

(5) 【大株主の状況】

2025年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱ＭＴＳ 東京都大田区山王二丁目５番６号 2,000 66.67

本田 武市 東京都大田区 1,000 33.33

計 ― 3,000 100.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2025年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

3,000,000
30,000 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 3,000,000 ― ―

総株主の議決権 ― 30,000 ―

② 【自己株式等】

該当事項はありません

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１ 中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。)に基

づいて作成しております。

当社の中間財務諸表は、第１種中間財務諸表であります。

２ 監査証明について

当社は、株式会社東京証券取引所の有価証券上場規程第204条第６項の規定に基づき、金融商品取引法第193条の２

第１項の規定に準じて、中間会計期間(2025年５月１日から2025年10月31日まで)に係る中間財務諸表について、太陽

有限責任監査法人による期中レビューを受けております。

３ 中間連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。

４ 最初に提出する半期報告書の記載上の特例

当新規上場申請のための半期報告書は、「企業内容等開示ガイドライン24の５－６」の規定に準じて前年同期との

対比は行っておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2025年４月30日)

当中間会計期間
(2025年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,374,103 2,838,585

売掛金 1,532,781 2,035,952

商品及び製品 418,584 273,860

仕掛品 90,415 117,396

その他 596,246 848,380

流動資産合計 5,012,130 6,114,175

固定資産

有形固定資産 437,569 406,587

無形固定資産 49,021 44,106

投資その他の資産 661,919 547,264

固定資産合計 1,148,510 997,957

資産合計 6,160,640 7,112,133
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(単位：千円)

前事業年度
(2025年４月30日)

当中間会計期間
(2025年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 684,621 738,251

短期借入金 ※1 100,000 ※1 100,000

未払法人税等 9,222 275,432

賞与引当金 30,075 42,521

役員賞与引当金 － 11,200

その他 1,014,727 1,088,775

流動負債合計 1,838,648 2,256,181

固定負債

社債 60,000 30,000

固定負債合計 60,000 30,000

負債合計 1,898,648 2,286,181

純資産の部

株主資本

資本金 9,000 9,000

資本剰余金 6,000 6,000

利益剰余金 4,244,337 4,808,296

株主資本合計 4,259,337 4,823,296

新株予約権 2,655 2,655

純資産合計 4,261,992 4,825,951

負債純資産合計 6,160,640 7,112,133
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(2) 【中間損益計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年５月１日
至 2025年10月31日)

売上高 5,474,623

売上原価 1,432,962

売上総利益 4,041,661

販売費及び一般管理費 ※1 3,137,985

営業利益 903,675

営業外収益

受取利息 1,214

助成金収入 696

その他 737

営業外収益合計 2,647

営業外費用

支払利息 675

株式公開費用 1,500

その他 684

営業外費用合計 2,859

経常利益 903,462

特別損失

本社移転費用 15,333

特別損失合計 15,333

税引前中間純利益 888,128

法人税、住民税及び事業税 255,169

中間純利益 632,959
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
当中間会計期間

(自2025年５月１日
至2025年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 888,128

減価償却費 41,698

賞与引当金の増減額(△は減少) 12,446

役員賞与引当金の増減額(△は減少) 11,200

受取利息及び受取配当金 △1,239

支払利息 675

売上債権の増減額(△は増加) △500,650

棚卸資産の増減額(△は増加) 117,742

仕入債務の増減額(△は減少) 53,630

未払金の増減額(△は減少) 155,177

前渡金の増減額(△は増加) △295,223

契約負債の増減額(△は減少) 85,761

預り金の増減額(△は減少) △95,290

未払消費税等の増減額(△は減少) 94,452

その他 58,373

小計 626,881

利息及び配当金の受取額 1,239

利息の支払額 △723

法人税等の支払額 11,040

営業活動によるキャッシュ・フロー 638,438

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △990,000

定期預金の払戻による収入 800,000

有形固定資産の取得による支出 △173,634

無形固定資産の取得による支出 △2,772

敷金及び保証金の回収による収入 111,526

その他 △9,106

投資活動によるキャッシュ・フロー △263,985

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000

短期借入金の返済による支出 △100,000

長期借入金の返済による支出 △970

社債の償還による支出 △30,000

配当金の支払額 △69,000

財務活動によるキャッシュ・フロー △99,970

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 274,482

現金及び現金同等物の期首残高 1,264,103

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1 1,538,585
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【注記事項】

(中間財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当中間会計期間
(自 2025年５月１日 至 2025年10月31日)

税金費用の計算

税金費用については、当中間会計期間を含む会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純利益に当該

見積実効税率を乗じて計算しております。

(中間貸借対照表関係)

※１ 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行１行と当座貸越契約を締結しております。

当座貸越契約に係る借入未実行残高等は次のとおりであります。

前事業年度
(2025年４月30日)

当中間会計期間
(2025年10月31日)

当座貸越極度額の総額 200,000千円 200,000千円

借入実行残高 100,000〃 100,000〃

差引額 100,000千円 100,000千円

(中間損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

当中間会計期間
(自 2025年５月１日
至 2025年10月31日)

販売手数料 2,192,191千円

賞与引当金繰入額 27,382 〃

役員賞与引当金繰入額 11,200 〃

(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりで

あります。

当中間会計期間
(自 2025年５月１日
至 2025年10月31日)

現金及び預金 2,838,585千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △1,300,000 〃

現金及び現金同等物 1,538,585千円

(株主資本等関係)

当中間会計期間(自 2025年５月１日 至 2025年10月31日)

配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年７月30日
定時株主総会

普通株式 69,000 23 2025年４月30日 2025年７月31日 利益剰余金

(持分法損益等)

当社が有している全ての関連会社は、重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の事業セグメントは、IP創出・展開事業のみの単一セグメントであり重要性が乏しいため、セグメント情

報の記載を省略しております。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

(単位：千円)
当中間会計期間

(自 2025年５月１日
至 2025年10月31日)

紙書籍売上 527,532

電子書籍売上 4,440,019

その他 507,072

顧客との契約から生じる収益 5,474,623

その他の収益 －

外部顧客への売上高 5,474,623
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当中間会計期間

(自 2025年５月１日
至 2025年10月31日)

１株当たり中間純利益 210円99銭

(算定上の基礎)

中間純利益(千円) 632,959

普通株主に帰属しない金額(千円) －

普通株式に係る中間純利益(千円) 632,959

普通株式の期中平均株式数(株) 3,000,000

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり中
間純利益の算定に含めなかった潜在株式で、前事業年度末
から重要な変動があったものの概要

－

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、新株予約権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、

期中平均株価が把握できないため、記載しておりません。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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